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令和元年（2019 年）労働組合基礎調査結果の概要 
 
    令和元年（2019 年）労働組合基礎調査（奈良県分、令和元年 6月 30 日現在）の結果を取りまとめ 

ましたので、公表します。 

 

１． 労働組合数、組合員数および推定組織率の状況 

本県の労働組合数は、421組合で、前年同期に比べ 17組合減少、労働組合員数は 

49,389人で前年同期に比べて 764人減少しています。（別紙１参照） 

    本県の推定組織率（注１）は 11.2％であり、昨年と比べて、0.4ポイント低下しています。 

 

２． 産業別労働組合数、組合員数の状況 

産業別に組合数を見ると、教育，学習支援業が最も多く 78組合で、全体の 18.5％ 

を占め、次いで製造業（75組合、17.8％）の順となっています。（別紙２参照） 

 

３． 女性の労働組合員数 

女性の労働組合員数（注２）は、12,967人で前年同期に比べ 513人減少しています。 

 

４． 地区別組織の状況 

地区別では、奈良市が 161組合と最も多く、次いで大和郡山市に 44組合が存在し 

ています。 

 

奈良県集計結果について詳しくは⇒ http://www.pref.nara.jp/item/68272.htm 

 

厚生労働省集計結果の概況について⇒ http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/13-23.html 

 

（注１）(1)本年からみて直近の「経済センサス・基礎調査（総務省統計局）」結果公表年を「基準年」とし、 

「労働力調査（総務省統計局）」全国雇用者数（6 月時点）について「基準年」と「本年」を比較し、 

雇用者数の伸び率を算出。 

6,023 万人（2019）÷ 5,635 万人（H26）×100≒【伸び率 106.9％（＋388 万人） 

⑵「基準年」の奈良県内常用雇用者数に「伸び率」を乗じて、本年の県内推定雇用労働者数を算出。 

40.8 万人（H26）× 106.9％ ≒【県内推定雇用者数 43.6 万人】 

⑶本年の県内組合員数を「県内推定雇用者数」で除し、100を乗じて推定組織率を算出。 

4.9 万人（2019）÷43.6 万人×100 ≒【推定組織率 11.2％】 

（注２）男女の内訳について、回答のあった組合のみを集計。 

 

 

 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/13-23.html


（別紙１）  

   

                                   

＜年次別労働組合数・労働組合員数＞   

 

   （令和元年6月30日現在） 

 

年 次 

 

            

労働組合数 対前年 対前年 労働組合員数(人） 対前年 対前年 

  増減数 増減率（％）   増減数 増減率（％） 

平成13年 547 △ 4 △ 0.7 78,034 △ 3353 △ 4.1 

14 531 △ 16 △ 2.9 74,837 △ 3197 △ 4.1 

15 515 △ 16 △ 3.0 72,113 △ 2724 △ 3.6 

16 516 1 0.2 68,855 △ 3258 △ 4.5 

17 508 △ 8 △ 1.6 66,193 △ 2662 △ 3.9 

18 494 △ 14 △ 2.8 64,785 △ 1408 △ 2.1 

19 502 8 1.6 64,949 164 0.3 

20 496 △ 6 △ 1.2 65,773 824 1.3 

21 469 △27 △5.4 61,682 △4,091 △6.2 

22 478 9 1.9 61,270 △412 △6.7 

23 463 △15 △3.1 59,120 △2,150 △3.5 

24 471 8 1.7 58,297 △823 △1.4 

25 462 △9 △1.9 56,902 △1,395 △2.4 

26 469 7 1.5 56,315 △587 △1.0 

27 459 △10 △2.1 54,545 △1,770 △3.1 

28 449 △10 △2.2 52,307 △2,238 △4.1 

29 450 1 0.2 51,802 △505 △1.0 

30 438 △12 △2.7 50,153 △1649 △3.2 

令和元年 421 △17 △3.9 49,389 △764 △1.5 

  



 （別紙２） 

 

＜産業別労働組合数・労働組合員数＞ 

 

（令和元年6月30日現在） 

 

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

構成比
（％）

全産業 421 100.0 49,389 100.0 438 100.0 50,153 100.0

農業 0 0.0 0 0.0 1 0.2 1 0.0

林業 1 0.2 15 0.0 1 0.2 15 0.0

漁業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

鉱業、採石業、砂利採取業 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

建設業 36 8.6 4,049 8.2 37 8.4 4,102 8.2

製造業 75 17.8 11,173 22.6 80 18.3 11,382 22.7

電気・ガス・熱供給・水道業 11 2.6 1,055 2.1 11 2.5 1,078 2.1

情報通信業 6 1.4 564 1.1 5 1.1 518 1.0

運輸業、郵便業 40 9.5 4,137 8.4 41 9.4 4,140 8.3

卸売業、小売業 30 7.1 3,645 7.4 29 6.6 3,417 6.8

金融業、保険業 19 4.5 4,685 9.5 19 4.3 4,983 9.9

不動産業、物品賃貸業 4 1.0 594 1.2 4 0.9 566 1.1

学術研究、専門・技術サービス業 4 1.0 89 0.2 4 0.9 93 0.2

宿泊業、飲食サービス業 4 1.0 112 0.2 4 0.9 108 0.2

生活関連サービス業、娯楽業 6 1.4 123 0.2 6 1.4 128 0.3

教育、学習支援業 78 18.5 5,642 11.4 79 18.0 5,918 11.8

医療、福祉 39 9.3 3,346 6.8 43 9.8 3,249 6.5

複合サービス事業 8 1.9 2,550 5.2 11 2.5 2,585 5.2

サービス業（他に分類されないもの） 12 2.9 528 1.1 13 3.0 552 1.1

公務（他に分類されないもの 42 10.0 6,644 13.5 42 9.6 6,858 13.7

分類不能 6 1.4 438 0.9 8 1.8 460 0.9

労働組合数 労働組合員数（人）
産業

平成30年令和元年

労働組合数 労働組合員数（人）


